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内
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公共下水道供用開始区域外で合併処理浄化槽の維持管理の徹底を図り、もって公共用水域の水質保全と生活環境の
改善に寄与することを目的とする。

清掃が浄化槽法に基づく使用者の義務であることと、市の財政状況を勘案し、平成２６年度から補助事業を廃止する。た
だし、平成２５年度清掃実施分に限り平成２６年度の補助対象とする。
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公共用水域の水質保全と生活環境の改善にある一定寄与しているが、浄化槽使用
者の法定義務や財政面のことも踏まえ評価している。B

経費補助を行う意義が薄れたため。
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個人が設置している合併処理浄化槽の清掃経費に対し補助を行う。
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合併処理浄化槽の維持管理の負担の軽減を図るため、清掃に要する経費の一部を補助する。
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直営 昭和64年度

公共下水道供用開始区域外にある合併処理浄化槽設置者。

清掃が浄化槽法に基づく使用者の義務であることと、市の財政状況を勘案し、平成２６年度から補助事業を廃止する。た
だし、平成２５年度清掃実施分に限り平成２６年度の補助対象とする。
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事業：浄化槽清掃経費補助事業                    

１．合併処理浄化槽清掃経費の補助 

   合併処理浄化槽の清掃経費の一部について補助金を交付した。 

 

細事業：浄化槽清掃経費補助事業                   

１．合併処理浄化槽清掃経費の補助 

合併処理浄化槽の管理者に対し、維持管理の徹底と生活環境の保全、公衆衛生の向上を図るため清掃経費の

一部を補助した。 

  （1）平成 24 年度交付実績 

・申請件数          ４１４件 

・１件あたり補助金額   ５，０００円 

・交付金額     ２,０７０,０００円 

（2）交付額推移         

年度 件数 補助額（円） 

平成２２年度 435 2,175,000 

平成２３年度 428 2,140,000 

平成２４年度 414 2,070,000 

 

  


